
「第七次やまぐち高齢者プラン」（案）の概要 
資料２ 

策定に当たって 

１ 計画策定の趣旨 

現行の「第六次やまぐち高齢者プラン」（H30～R２）を見直し、「第七次やま

ぐち高齢者プラン」を策定 

２ 計画の位置づけ 

県の高齢者施策を総合的に、計画的に推進するための基本方針 

「老人福祉計画」（老人福祉法）と「介護保険事業支援計画」（介護保険法）

を一体のものとして策定 

３ 県計画と市町計画及び医療計画 

  県計画は市町計画を基に介護サービス見込量を設定するとともに、広域的な観

点から、取り組むべき施策を定める 

  介護サービス見込量と在宅医療等の整備目標について整合性を確保 

４ 圏域の設定 

  保健・医療・福祉の連携を図る観点から、「保健医療計画」に定める保健医療

圏と同一に設定 

５ 計画の期間 

    令和３年度～５年度までの３年間 
 

第１章 高齢者を取り巻く現状と将来推計 

１ 高齢化の進行 

  全国第３位の高齢化率であり、全国に先行して高齢化が進行 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 高齢者の状況 

 ○団塊の世代の高齢化   ○要支援・要介護認定者の増加 

 ○高齢単身世帯等の増加  ○認知症高齢者の増加  など 

区  分 令和２(2020)年度 令和５(2023)年度 令和７(2025)年度 令和12(2030)年度 令和17(2035)年度 令和22(2040)年度 
第１号被保険者数 
(６５歳以上) 

465,212 
462,165 
(▲0.7%) 

457,511 
(▲1.7%) 

437,867 
(▲5.9%) 

420,408 
(▲9.6%) 

415,009 
(▲10.8%) 

要支援・要介護認定者数 89,078 93,507 
(5.0%) 

95,843 
(7.6%) 

101,055 
(13.4%) 

104,033 
(16.8%) 

101,787 
(14.3%) 

３ 介護人材の需給推計 

  本県で将来必要となる介護人材の需要数・供給数を推計 
区  分 ①需要推計 ②供給推計 介護職員の不足数（①-②） 

令和元(2019)年 27,421 人 27,421 人 － 
令和５(2023)年 30,601 人 28,466 人 2,135 人 
令和７(2025)年 31,260 人 28,840 人 2,420 人 
令和 12(2030)年 32,492 人 29,485 人 3,007 人 
令和 17(2035)年 33,183 人 29,859 人 3,324 人 
令和 22(2040)年 32,782 人 30,075 人 2,707 人 

 

 

第２章 計画の基本目標 

１ 基本目標 
『だれもが生涯にわたり、住み慣れた家庭や地域で、 

安心していきいきと暮らせる社会づくり』 

２ 計画推進の基本的方向 

  『地域包括ケアシステムの深化・推進と高齢者が活躍する地域社会の実現』 
 

第３章 施策の具体的な展開 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

第１ 地域包括ケアシステムの基盤強化 

高齢者一人ひとりの状態やニーズに応じて、医療、介護、予防、住ま

い、生活支援サービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」

の基盤を強化 

→ 地域包括支援センターの機能強化、地域ケア会議の推進 など 

第２ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

高齢者がその有する能力に応じ、地域で自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援するとともに高齢期になっても元気で生きがいのあ

る生活が送れるよう介護予防・重度化防止を推進 

→ 自立した日常生活・在宅生活への支援、健康づくりと介護予防・重度化防

止の推進、地域における支援の充実 

第３ 介護サービスの充実 

高齢者一人ひとりの介護ニーズに応じた介護サービスが提供される

よう、サービス提供体制を整備するとともに、利用者主体の体制づくり

や介護サービスの質の向上に向けた取組を推進 

→ 介護サービスの見込量と提供体制の整備、介護サービスの円滑な提供 

《主な居宅サービス》 

・今後も利用者が増加することが見込まれる。                 （単位：利用回数/月） 

区 分 令和２年度 令和５年度 伸び率 

訪問介護 219,463 239,243 9.0％ 

通所介護 274,984 296,776 7.9％ 

(注)「通所介護」には、地域密着型通所介護（定員１８人以下）を含む。 

《主な地域密着型サービス》 

・今後も利用者が増加することが見込まれる。              （単位：利用人数/月） 

区 分 令和２年度 令和５年度 伸び率 

認知症対応型共同生活介護 2,689 2,899  7.8％ 

小規模多機能型居宅介護 1,422 1,602 12.7％ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,072 1,459 36.1％ 

《施設サービス》 
・介護老人福祉施設及び介護老人保健施設については、利用者が増加することが見込まれる。 
・介護療養型医療施設については、令和５年度末をもって廃止される予定であることから、

減少が見込まれる。                         （単位：利用人数/月） 

区 分 令和２年度 令和５年度 伸び率 

介護老人福祉施設 7,933 8,199   3.4％ 

介護老人保健施設 4,795 4,807   0.3％ 

介護医療院 1,469 1,914  30.3％ 

介護療養型医療施設  278  166 ▲40.3％ 

(注)「介護老人福祉施設」には、利用定員 29 人以下の小規模なもの(地域密着型)を含む。 
 

第 4 介護保険制度運営の適正化 

介護保険制度が円滑かつ安定的に運営されるために介護給付適正化

の取組を推進するとともに、保険者や事業者等への支援を行い、持続可

能な介護保険制度の構築を推進 

→ 安定的な制度運営のための体制づくり 

第５ 在宅医療・介護連携の推進 

高齢者の希望やニーズに応じて、医療機関や施設から在宅生活への移

行、在宅生活の継続ができるよう、切れ目のない在宅医療・介護の提供

体制整備を推進 

→ 在宅医療・介護に関する理解促進、在宅医療・介護提供体制の充実、関係
者が連携した総合的な在宅医療・介護サービスの提供 

第６ 認知症施策の推進 

認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けるこ

とができる社会を実現するため、認知症の人やその家族の視点に立った支

援の充実や環境・体制づくりを推進 

 → 認知症に関する理解促進と本人発信支援、認知症の予防及び容態に応じた

施策の推進、若年性認知症の人に対する支援、認知症の人や家族が希望をも

って暮らせる地域づくり 

第７ 人材の確保と資質の向上及び業務の効率化と質の向上 

中長期的な視点に立って、質の高い人材を安定的に養成・確保、資質

の向上や働きやすい環境づくりに取り組むとともに業務の効率化及び

質の向上を促進 

→ 福祉・介護人材の養成と確保、福祉・介護人材の資質の向上、労働環境・

処遇の改善、業務の効率化と質の向上 

Ⅱ 高齢者が活躍する地域社会の実現 

第１ 社会参画の推進 

高齢者が、その豊かな知識や経験、技能等を活かし、地域を支える担

い手として積極的に社会に参画するよう、生涯現役社会の実現に向けた

取組を推進 

→ 高齢者の活力発揮による多様な社会参画の促進 

第２ 就労に向けた支援 

多様なニーズに対応した働きやすい環境づくり、就業機会の確保及び

就業支援を推進 

→ 働く環境づくりと就業機会の確保・就業支援 
  

第４章 計画の推進・点検体制 

山口県高齢者保健福祉推進会議等で計画の進捗状況を調査、分析、評価するなど、

進行管理を実施し、結果を公表 

《数値目標の設定》 

計画に基づく施策の着実な進行を図るため、新たな 12 指標を含む 29 項目の数値

目標を設定 

 


